
 

１　平成30年中の県内の火災発生状況

平成30年中（平成30年１月～12月）の県内の火災発生状況は下表のとおりです。
○　全出火件数は571件で、前年より94件増加しました。
○　建物火災は377件で、前年より36件増加しました。
○　林野火災は22件で、前年より10件増加しました。
○　火災による死者数は33人で、前年より1人減少しました。
○　高齢者の死者数は23人で、前年より１人減少しました。

571 94 ( 19.7 %) -64 ( -10.1 %) 477 635

377 36 ( 10.6 %) -52 ( -12.2 %) 341 429

217 24 ( 12.4 %) -32 ( -12.7 %) 193 249

22 10 ( 83.3 %) -1 ( -4.3 %) 12 23

70 18 ( 34.6 %) -3 ( -4.2 %) 52 73

1 0 ( 0.0  ) 0 ( 66.7 %) 1 0.6

0 0 ( －  ) 0 ( －  ) 0 0

101 30 ( 42.3 %) -8 ( -7.3 %) 71 109

33 -1 ( -2.9 %) -11 ( -25.0 %) 34 44

28 1 ( 3.7 %) -4 ( -12.8 %) 27 32

24 -1 ( -4.0 %) -4 ( -14.9 %) 25 28

住宅火災 21 -4 ( -16.0 %) -5 ( -19.5 %) 25 26

5 -2 ( -28.6 %) -7 ( -58.0 %) 7 12

23 -1 ( -4.2 %) 0 ( 0.9 %) 24 23

20 1 ( 5.3 %) 1 ( 3.1 %) 19 19

18 0 ( 0.0 %) 0 ( 2.3 %) 18 18

住宅火災 16 -2 ( -11.1 %) -1 ( -3.0 %) 18 17

3 -2 ( -40.0 %) 0 ( -11.8 %) 5 3.4

133 39 ( 41.5 %) 4 ( 2.8 %) 94 129

1,383 -1,292 ( -48.3 %) -859 ( -38.3 %) 2,675 2,242

642 30 ( 4.9 %) -83 ( -11.4 %) 612 725

31,303 -6,705 ( -17.6 %) -8,868 ( -22.1 %) 38,008 40,171

2.52 2.08 2.69

※1 その他火災は空き地や田畑、河川敷などで出火した件数
※2 放火自殺等：放火自殺者、放火自殺の巻添者及び放火殺人の犠牲者
※3 高齢者：65歳以上の人
※4 出火率：人口１万人当たりの出火件数
※5 過去10年平均は平成20年から平成29年の平均

別添

過去10年
平均※5

平成30年

○　放火自殺等を除く死者は28人で、前年より1人増加しました。そのうち65歳以上の高齢者は20人で、
    71.4％を占めています。
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２　平成30年中の火災の特徴

（１）出火件数

　平成30年中の全出火件数は571件で、前年より94件増加しました。

　平成30年の月別出火件数では、乾燥した日が続いた、3月、4月に火災が多く発生しまし
た。
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　火災種別出火件数では、「建物火災」が最も多く377件でした。（前年比36件増）「建物
火災」が全火災に占める割合は66.0％（前年71.5％）となっています。
　「建物火災」のうち「住宅火災(併用住宅、共同住宅含む。以下同じ。)」は217件で、前
年に比べ24件増加しました。「住宅火災」が全火災に占める割合は38.0％、また「建物火
災」の57.6%を占めています。
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H２９　１日当たり

（２）損害額

　平成30年中の火災による損害額は、13億8308万円で、前年より12億9230万円減少しま
した。
　また、火災１件当たりの損害額は242万円で、前年より319万円減少しました。
　１日当たりに換算すると378万円となっています。

（３）焼損棟数と焼損床面積

　平成30年中の焼損棟数は642棟となり、昨年より30件増加しました。
　また、焼損床面積は31,303㎡となり、昨年より6,705㎡減少しました。
　過去10年平均と比較すると、焼損棟数は65件、焼損床面積は7,480㎡減少しました。
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（４）出火原因

　全火災571件の出火原因は、｢こんろ｣が39件で最も多く、次いで「ストーブ」「放火」が
37件、｢電灯・電話等の配線｣が35件、「たき火」が34件となっています。
　「放火」と「放火の疑い」を合わせた件数は52件で、全出火件数の9.1％(前年11.7％）
を占めています。
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　建物火災341件の出火原因は、「こんろ」が37件で最も多く、次いで「ストーブ」が35
件、「電灯・電話等の配線」が28件、「放火」が26件、「配線器具」が17件となっていま
す。
　「放火」と「放火の疑い」を合わせた件数は35件で全建物火災出火件数の9.3％(前年
11.7％）を占めています。
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　住宅火災217件の出火原因は、｢ストーブ｣が30件で最も多く、次いで｢こんろ｣が24件、
「放火」が18件、「電灯・電話等の配線」が16件、「配線器具」が11件となっています。
　「ストーブ」「こんろ」「たばこ」を合わせた件数は63件で、住宅火災件数の29.0％を
占めています。
　また、「放火」「放火の疑い」を合わせた件数は21件で、住宅火災件数の9.7％(前年
13.0％）を占めています。
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（５）死　者　数

　平成30年中の火災による全死者数は33人で、前年より1人減少しました。このうち、放火
自殺等を除く死者数が28人で、前年に比べ1人増加しました。放火自殺等による死者数は5人
で、前年に比べ2人減少しました。

　火災種別死者数では、平成30年中は「建物火災」による死者が27人で、前年に比べ2人減
少しました。また、「住宅火災」による死者は24人で、前年に比べ4人減少しました。
　なお、「建物火災」の死者に占める「住宅火災」の死者の割合88.9%で、出火件数の割合
57.6％と比較して非常に高くなっています。
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　65歳以上の高齢者の死者数は23人で、前年に比べ1人減少しました。そのうち「建物火
災」による死者数が20人で、全高齢者死者数の87.0％を占めています。

　平成30年中の放火自殺等を除く死者28人のうち、住宅火災による死者は21人で、75.0％を
占めています。
　また、住宅火災による死者21人のうち、65歳以上の高齢者は16人で、76.2％を占めていま
す。

18

2
0 0 1 0 1 0 2

16

1 0 0

3

0 0 0

3

0

5

10

15

20

25

住宅 併用住宅 共同住宅 特定用途 その他建物 林野火災 車両火災 船舶火災 その他火災

(人) 高齢者の火災種別死者数（放火自殺等を含む） 平成29年 平成30年

建物火災

住宅火災

36

29
27

31

43
39

35

23

31

27
28

27

19

23

28

34
32

30

19

24
25

21

14
11 12

17

26

22

17

12

16

18
16

75.0%

65.5%

85.2%
90.3%

79.1% 82.1%
85.7%

82.6%
77.4%

92.6%

75.0%

0%

25%

50%

75%

100%

0

15

30

45

60

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

放
火
自
殺
を
除
く
全
死
者
数
に
占
め
る
割
合

死
者
数
（
人
）

住宅火災による死者数(放火自殺等を除く)の推移

放火自殺等を除く全死者数

放火自殺等を除く住宅火災による死者数

放火自殺等を除く住宅火災による死者のうち高齢者の死者数

放火自殺等を除く死者のうち住宅火災による死者の割合

【放火自殺等を含む】
高齢者全死者数 23人
建物火災死者数 20人
住宅火災死者数 17人



 

（６）出火原因別死者数

　平成30年中の出火原因別死者数は、「ストーブ」が7人でもっと多くなっています。
　また、65歳以上の高齢者では、「ストーブ」が6人で最も多くなっています。
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（７）死者の発生した経過

　平成30年中の死者の発生した経過は、「逃げ遅れ」が12人で最も多く、次いで「放火自
殺等」が5人でした。放火自殺等を除く死者数28人のうち「逃げ遅れ」は42.9％を占めてい
ます。
　また、65歳以上の高齢者では、「逃げ遅れ」が9人で最も多くなっています。放火自殺等
を除く高齢者死者数20人のうち「逃げ遅れ」は45.0％を占めています。
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